2008年11月10日
中　執　議　案
（健康福祉局）
保育制度の規制緩和・市場化にかかる考え方と取り組みについて
　保育制度に関わる規制緩和と市場化の動きは、待機児童対策や少子化対策を口実に、規制改革会議の第１次答申と閣議決定、地方分権推進委員会の第１次勧告などにおいて、保育制度はもとより日本の社会保障制度全体のあり方を大きく変容させかねない議論が行われている。

保育においては、保育士資格要件の緩和、直接契約制度の導入、最低基準（ナショナルミニマム）の緩和・撤廃、多様な提供主体の参入促進の検討が進められてきている。
　社会保障財源と制度のあり方は直接的な社会サービス給付と国民の生存権やその日の暮らしに直結しており、一般的な分権論の脈絡からのみ議論されるべきでない。とりわけ、自治体の税財源確保が確実でなく、自治体財政自体が困難ななかで、社会保障分野の分権化と一般財源化を進めようとすることは非現実的である。
既に公立保育所の運営費一般財源化が実施されているが、一般財源化前の2003年度と2007年度の比較調査（日本保育協会調査）で、入所児童一人当たりの年間経費が2.4％（10万円弱）減少、約60％の自治体が運営費を削減・圧縮、40％を超える自治体が「保育財政確保が困難になった」と答え、特に人口10万人未満の市町村への影響が大きい。市町村は、経費の圧縮を、人件費（縮減と非正規化）と運営費コストの削減、統廃合と民営化で乗り切ろうとしており、保育サービスの供給、その質と水準にかかる地域間格差が既に広がっている。この結果は、民間保育所に運営費を単独助成していた市町村で助成削減が行われるなど、民間保育所へも影響が及んでいる。マスコミ報道にもあるように、全国の保育所数では既に民間が上回っており、自治体は委託や民間譲渡でコスト減を図っている。自治体財政の逼迫や、自治体財政健全化法の下で、医療・福祉・保育費の圧縮、サービスそのもののカットを図る自治体が増加しつつあり、これらの結果、保育分野において特に顕著にサービス供給と人材不足、保育の質の低下が進行しており、「少子化対策」とは逆行する実態となっている。
　現在、厚生労働省は規制改革圧力の中、社会保障審議会少子化対策特別部会で「新たな保育サービスの仕組み」を検討12月上旬に報告をまとめるとしている。一方、地方分権推進委員会と規制改革会議は12月末にも勧告・答申を行う動きとなっている。

　自治労は、地方分権とこれに伴う税財源移譲の促進を求める姿勢に変わりはないが、分権化を口実としたナショナルミニマムの撤廃など今日の社会保障制度のあり方に多大な変容をもたらす規制改革ありきの議論には警鐘を発さざるを得ない。また、今日このスキームについての社会的議論や合意形成がなされておらず、分権推進委員会や規制改革会議の議論が、今後の社会保障制度の全体像と、社会保障制度におけるナショナルミニマム及び憲法25条生存権保障にかかる国家責任と国・地方の役割分担、社会保障財源のあり方議論に先行することを危惧するものである。
これらを踏まえ、保育分野における、保育制度の規制緩和と行き過ぎた市場化の促進に反対し、公的保育制度を解体をさせないための取り組みを全力で進めていく。同時に、社会保障分野における、ナショナルミニマムと生存権保障、地方分権や規制改革にかかる議論に積極的に関与していく。
《背景資料①》

『規制改革会議』『経済財政諮問会議』『地方分権改革推進委員会』における保育規制緩和の論点　　　　　

	○　直接契約制度

入所応諾義務が生じないため、障害児、低所得者など、さまざまな課題を抱える保護者の児童に対する入所拒否などが想定される。また、入所希望者とサービス提供者の需給バランスが取れていない現状では、供給側の一方的な売り手市場となる。なお、待機児童は全国に１万８千人で、保育所定員は２５０万。待機児童は、大都市部の一部の地域となっており、適切な予算措置で対応可能。

○　最低基準の緩和・撤廃
施設、有資格者配置などの最低基準は、保育の質を担保する外形的な最低基準。引き下げは、保育環境の低下、保育の質の低下を生み出す。また、全国的な最低基準の撤廃は、基準が市町村財政などによって大きく左右されることとなり、市町村格差と質の低下・こどもの安全を脅かす。
○　保育士資格要件の緩和（準保育士の創設）
保育士に求められる専門性は、障害児支援、保護者支援、地域の子育て支援など、多様化し高度化している。「保育士」制度の到達点を無視し、保育労働者の社会的地位の低下と保育人材の枯渇を加速させる。
○　多様な提供主体（株式会社）の参入

現在の保育所運営費の使途範囲は一部制限があるが、制限がない場合、「自由」な使い方が許容されるため、人件費の削減が行われる。東京都認証保育所では、月収15万円以下の保育従事者が60％近くを占め、女性訪問介護職員の平均18万円よりも大きく下回っている。また、平均勤続年数は3.4年となっている。


《背景資料②》
公立保育所と民間保育所の割合（厚労省調査）
　日経新聞08/11/3記事にもあるように、既に民間保育所が公立を上回っており、公立保育所の民営化が進んでいる。民営化にかかる住民訴訟なども行われているが、流れは変わっていない。毎年約250箇所の保育所が民営化されている。
　　公　立　　　2005年⇒2006年　245　減　　　　　2006年⇒2007年　275　減

　　私　立　　　2005年⇒2006年　394　増　　　　　2006年⇒2007年　336　増
　　　―詳細省略―

《背景資料③》
非正規雇用の増大（全保協調査）
　公立保育所における非正規雇用の率は概ね42％となっており、公立保育所の非正規雇用率が年々高くなっている。私立は28％。長時間保育要員の確保など、人材確保が非常に困難な状況下にある。
　　　―詳細省略―
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